
下請セーフティネット債務保証事業について 

 

制度の概要  

下請セーフティネット債務保証事業とは、小金井市（以下「市」という。）の公共工

事を受注・施工している中小・中堅元請企業が、市の承諾を得て当該未完成工事に係

る請負代金債権を事業協同組合等に譲渡することにより、同組合等から運転資金を調

達することができる制度です。  

事業協同組合等が金融機関から融資資金を調達する際に、財団法人建設業振興基金

が債務保証を行うため、中小・中堅元請企業へ低利な運転資金を提供することができ

ます。  

本制度により中小・中堅元請企業は、工事の施工過程で、下請企業への工事代金の

支払等を目的とした低利率の資金融資を受けることが可能となり、工事の円滑な進捗

と適正な履行の確保を図ることができます。  

 

 

※事業協同組合等…中小企業等協同組合法に定める事業協同組合、または民法上の公

益法人である建設業協会等団体で振興基金から債務保証を認められた者  

 

 

※財団法人建設業振興基金…建設業の振興に寄与することを目的として、昭和５０年

に国と建設業者団体等からの拠出によって設立された公益法人  

 

 

利用できる請負企業  

１ 財団法人建設業振興基金に出えんしている事業協同組合等に加入している企業  

２ 市と工事請負契約を締結し、現在工事施工中の企業  

 

対象工事  

１ 請負金額が１,０００万円以上の建設工事 

２ 工事の進捗率が全体のおおむね５０パーセント以上の工事 

３ 債権譲渡の承諾に係る年度内に完了することが見込まれる工事又は工期が複数年

度に渡り債権譲渡の承諾に係る年度内に完了することが見込まれる工事 



４ 次の事項のいずれにも該当しないこと。 

⑴ 債権譲渡の承諾申請時において履行期限まで２週間に満たない場合 

⑵ 一切の債権譲渡を禁止する旨の定めのある場合 

⑶ 履行保証を付したもののうち、市が役務保証を必要とする場合 

⑷ その他、請負事業者の施工能力に疑義が生じているなど、債権譲渡を認めるこ

とが不適当と判断される場合 

 

対象となる組合等  

財団法人建設業振興基金から債務保証を認められた事業協同組合、建設業団体等  

 

債権譲渡の承諾・契約  

１ 履行保証人と契約している場合、履行保証人の承諾を得ること  

２ 財団法人建設業振興基金から債務保証を認められた事業協同組合等と債権譲渡契

約を締結すること  

３ 市から債権譲渡の承諾を得ること 

 

手続きの流れ  

１ 制度の利用を希望する建設業者（元請）は、事業協同組合等との間で、市の承諾

を停止条件とする債権譲渡契約を締結します。  

２ 元請企業と事業協同組合等の連名で、市に債権譲渡承諾の申請を行います。  

３ これに対し、市は債権譲渡の承諾（又は不承諾）の通知を行います。  

４ 債権譲渡が承諾されたときは、事業協同組合等は、財団法人建設業振興基金の債

務保証を受け、金融機関から借り入れを行います。  

５ 事業協同組合等は、元請企業に対し、譲渡された債権を担保として、出来高の範

囲内で融資を行います。  

６ 元請企業は、事業協同組合等から借り受けた資金を、下請代金として一次下請業

者に支払います。  

７ 市は、債権譲受人である事業協同組合等に対して工事代金を支払います。  

８ 事業協同組合等は、受け取った工事代金から元請企業に貸し付けた金額を清算の

上、残額があれば元請企業に返還します。  

 

※ 元請企業が倒産した場合は、事業協同組合等は、受け取った工事代金から元請企業



に貸し付けた金額を清算の上、債権譲渡契約に基づき、下請保護方策を講じます。  

 

提出書類  

（債権譲渡承諾の申請時）  

１ 債権譲渡承諾依頼書（３通）  

市様式（様式第１号－表裏１枚で作成すること）  

２ 債権譲渡契約書の写し（１通）  

国土交通省様式（事務取扱官房課長通知様式３－①又は３－②）  

３ 工事履行報告書（１通）  

国土交通省様式（事務取扱官房課長通知様式１）  

４ 債権譲渡人と債権譲受人の印鑑証明書（各１通）  

発行日から３ヶ月以内のもの  

５ 履行保証人の承諾書（１通）  

履行保証を付した工事で、保険又は保証約款等により保険又は保証会社の承諾が

義務付けられている場合  

６ 財団法人建設業振興基金の債務保証承諾書の写し（１通）  

７ 委任状（１通）  

請負者と債権譲受人が共同で持参できない場合  

（融資実行後）  

８ 融資実行報告書（１通）  

国土交通省様式（事務取扱官房課長通知様式５）  

（契約変更・解除時）  

９ 工事代金債権計算書（１通）  

市様式（様式第５号）  

 

※ 写しを提出するものは、提出時に原本を提示する必要があります。 


